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表1　運営諮問会議委員　
濱田 純一 （議長） 東京大学　総長

木村 博彦 株式会社木村鋳造所　名誉会長

榊原 定征 東レ株式会社　取締役会長

庄田 隆 第一三共株式会社　相談役

関口 和一* 株式会社日本経済新聞社　論説委員兼編集委員

永田 恭介 筑波大学　学長

馬田 一 JFEホールディングス株式会社　代表取締役社長

羽入 佐和子 お茶の水女子大学　学長

山田 英 アンジェスＭＧ株式会社　代表取締役社長

Alain Fuchs 国立科学研究センター　会長、フランス

Reimund Neugebauer** フラウンホーファー協会　会長、ドイツ

Thaweesak Koanantakool 国家科学技術開発庁　長官、タイ

Willie E. May 国立標準技術研究所　所長代理、米国

（*：事前に訪問し、ご意見を伺いました。　**：欠席）

第10回産総研運営諮問会議を開催

産総研では、産総研の研究活動および運営全般について助言をいただくため、国内外における各界の指導的有識者をメン
バーとする運営諮問会議を設置しています。

2014年9月5日に、臨海副都心センターで運営諮問会議を開催しました。
現在、産総研は第3期中期計画のもと研究活動などを実施していますが、今年度をもって第3期は終了するため、第4期

に向けた検討を進めているところです。
このため、今回の運営諮問会議では「産総研の新たな中長期計画に向けて」をメインテーマとし、第4期に産総研に求めら

れている橋渡し機能の強化を図るため、企業が本気になるプロジェクトの企画・実施、人材交流による研究活性化のための
方策、地域への貢献に焦点を絞って産総研の現状および第4期に向けた考え方を説明した上で、さまざまな視点からご議論
いただきました。

ここに、会議の概要と各委員からの主なコメント・助言を報告します。

表2　プログラム
2014年9月5日(金)

10:00	 開会

	 	 委員および産総研出席者の紹介

10:10	 開会挨拶（オープニング・リマー
クス）

10:20	 議題１：産総研の新たな中長期
計画に向けて（その１）

12:20	 昼食会

12:50	 研究現場の視察と研究者との意
見交換

14:50	 議題２：産総研の新たな中長期
計画に向けて（その２）

16:50	 全体とりまとめ（クロージング・
リマークス）

17:00	 閉会
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第10回運営諮問会議の概要

各委員からのコメント・助言

今回の運営諮問会議は、第3期最後と
なる運営諮問会議であり、総勢13名の
見識豊かな委員（表1）の中から、11名の

参加を得て開催しました。
まず、産総研からメインテーマであ

る「産総研の新たな中長期計画に向け
て」について前後半に分けて資料説明を
行い、後半の資料説明の前には研究現

場の視察と研究者との意見交換を行い
ました。その後、委員との討議を経て
コメント・助言をいただきました。

まず認知度についてですが、私が関係
する鋳造工学会の中で産総研の論文発
表がかなり増えてまいりました。また、
鋳造工学会の理事に産総研のメンバー
がなり、交流も活発になって、姿が少し
見えるようなったと私どもの学会ない
し業界では感じ始めたところです。

また、企業が本気になるプロジェクト
についてですが、中小企業として見る
と、日本の技術はとても高く、完成度
も高まって、大きなプロジェクトは探
しづらいと感じています。つくばパワー
エレクトロニクスコンステレーション

（TPEC）のようなプロジェクトがもっと
出てくれば大いに活性化すると感じて
います。TPECのほかがあまり活発では
ないと感じる一つの要因として、産総研
の研究がとても高度なために縦割りに
なってしまい、大きなグループを率いる
プロジェクトが形成しづらいのではと
感じます。したがって、産総研の各セク
ションを縦割りではなく総体的に、例え
ばエネルギーの問題、災害の問題のよう
な社会が必要としていることを横串を
通して取り組めば、大きなプロジェクト
につながるし、社会もそれを望んでいる
と感じます。

次に、オールドインダストリーという
表現がよいかわかりませんが、そういう
立場になると、研究者の数が減ってきま
す。そうするとイノベーションが進まな
くなるので、世界的に力のある者同士が
手を組もうとします。そのときに怖いの
は知財の問題です。海外との共同研究で
は、知財で日本がやり込まれるケース
が出てくるので、そのときには産総研に
知財の面で守っていただきたいと思いま
す。

人材交流については、中堅・中小企業
にとって、産総研との人材交流は一番弱
いと感じます。産総研では、年間600 ～
650件の共同研究を中堅・中小企業と行っ
ていると考えますと、とても重要な交流
ですので、ぜひとも進めていただきたい
と思います。

また、今、日本の大学の中でオールド
インダストリーの科目、研究者がいなく
なりとても困っています。一方、企業側
としては、力のある中堅企業はドクター
を養成したいという思いがあります。そ
ういうギャップの中で、産総研に、どこ
かの大学と組んで、中堅・中小企業のド
クター養成の機関になっていただきたい
と希望します。今の時代は知識が必要に

なりますし、成長
の軸足は海外にあ
りますから、海外
の企業とつき合う
ときに、ドクター
が、実力の知識を
もった技術者とし
てどのぐらい企業の中にいるのかという
のがとても重要となりますので、ぜひお
願いします。

全体に大学ないし研究機関の研究者が
減ると、世界の最先端の技術情報がとり
づらくなります。世界の最先端の技術情
報の入手が困難になると、業界が世界の
中から取り残されますから、産総研から、
中堅・中小企業に世界的な技術情報を発
信していただきたいと思います。

地域貢献については、中堅・中小企業
支援としてグローバル・ニッチ・トップ
を支援するという方向を打ち出していた
だき感謝します。これについてコメント
すると、グローバル・ニッチ・トップと
いうのは、中堅・中小企業の中でもとて
も力のあるユニークな企業だと思いま
す。それらの企業は、海外と国内と両方
の中に立っていくと思いますが、海外の
モジュラー企業とつき合うケースが出て

木村	博彦	委員　（株式会社木村鋳造所　名誉会長）

まず、人事交流の関係でクロスアポ
イントメント制度については、大学教
員の活躍の場が広がるというメリット
がある一方で、大学業務の負担がほか
の教員に回ってしまうのではないかと
いう懸念もあります。ただ、私としては、
このシステムがぜひ広がっていってほ
しいと思いますので、これらの課題へ
の対応を考えつつ、進めていただきた
いと思います。また、人材交流はどう
あるべきかというのは、突き詰めれば
産総研が何をどのような体制でやるか

という本質的なところにつながってい
ます。そういう意味では、人材交流の
やり方のテクニカルなところもありま
すが、同時に、産総研が何をどうやる
かという本質的な部分と絡み合わせな
がら考えていただけるとよいと思いま
した。

地域貢献に関しては、産総研のイノ
ベーションコーディネータのキャリア
がどういう形になるのか、十分リスペ
クトされている仕事なのかを確認して
おくことが、大事ではないかと思いま

す。 ま た、 産 総 研
はいろいろなとこ
ろでハブの役割と
いうことが出てき
ますが、地域貢献
でも産総研がハブ
になるということ
で、その役割を背負うのはなかなか大
変だと思いますが、ぜひさらに大きな
貢献をしていただければと期待してい
ます。

濱田	純一	委員（議長）　（東京大学　総長）
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くると、モジュラー企業の方々はとんで
もない発想で、とんでもない要求をして
きます。それを真摯に正面から受けとめ
ることがグローバル・ニッチ・トップ企

業の一つの使命になります。そのときに、
自分たちがもっている経営資源だけでは
おさまりきれないために、とても多くの
ほかの企業情報が必要になります。その

点を産総研の地域センターにうまくサ
ポートいただければとてもありがたいと
思います。

榊原	定征	委員　（東レ株式会社　取締役会長）

まず認知度についてですが、私の印象
では、産総研は、理研やJAXAぐらい
の認知度は当然あるだろうと予測して
いましたが、これほどまで低いというの
はとてもショックでした。私の日常の会
話でも、産総研のことを、東工試や大工
試と言うとみんな知っています。統合し
て名前が変わったために十分認知され
ていないという面があったと思います
が、いずれにしてもこれは深刻に考える
必要があります。認知度の向上について
一番大事なのは、インパクトのある研究
成果をきちんと世の中に発信すること
です。これは産総研の皆さんがぜひこれ
を真摯に受けとめ、高める努力をしてい
ただきたいと思います。

また私は、この6月から経団連の会長
を務めていますが、経団連の今の一番大
きな課題として、経済再生、デフレ脱
却、本格的に日本経済を成長軌道に乗せ
るということを最優先課題に掲げてい
ます。私は、それを実現する一番大きな
キーはイノベーションということを強
調しています。特に、産総研に代表され
る研究開発法人には、大学や民間では取
り組みが難しい課題に対して、国内外の
研究者による最先端研究、民間企業との
緊密な連携、研究成果を具体的な事業化

につなげるためのハブとしての役割など
を果たすことが強く期待されます。

本日の検討課題に関し、まず、産業界
との連携を促進する仕組みの導入につい
てですが、産総研は、企業が人的資源や
資金を投入して深く関与したくなるよう
な魅力的なプロジェクトを自ら企画・実
施するような機能に徹底的に変えていく
必要があると思います。フラウンホー
ファーでは、企業との対話のマーケティ
ング機能は組織としてもつのではなく、
すべての研究者にそのマインドをもたせ
る、また、本部から研究センターや研究
者に配分する予算も、産業界との連携度
合い、産業界からの収入に応じて傾斜配
分するという仕組みを推進しており、産
総研もその仕組みの導入を検討していた
だきたいと思います。これにより産総研
は、研究テーマを企画する段階から民間
企業と一緒になって取り組みを進めると
いう風土をつくっていただく必要がある
と思います。

もう一つは人材育成・交流のハブ機能
の強化ですが、企業の本音を引き出すた
めの仕組みとしては、より個別で、よ
り深い関係を企業と築くことが必要で
す。TPECが成功した一因は、企業との
深い議論を通じて、企業も産総研の力を

必要としているパ
ワーエレクトロニ
クスの分野を見出
したということだ
と思います。産官
学連携の実績のあ
る大学の研究者を
クロスアポイントメント制度で産総研の
中に取り込むことをより進めていただく
ことで基礎研究における企業のニーズが
つかめると思いますし、もう一つ特に強
調したいのは、企業、特に大企業を退職
したシニア研究者を採用して、テーマ探
し、それから企業との連携の推進をして
はどうかと思います。産総研のイノベー
ションコーディネータに企業出身者のシ
ニア研究者を何人か入れていただくこと
で、出身企業や出身業界とのパイプ役を
果たすことができるのではないかと思い
ます。そういった実績のあるシニア研究
者を採用して、イノベーションコーディ
ネータとしての役割を果たしていただく
ということで、若手の研究者とのチーム
にすれば、技術伝承だけではなくて、企
業との交流にとても大きな役割を果たす
ことができるのではないかと思います。

まず企業が本気になるプロジェクトの
企画・実施についてですが、現在の産総
研は、金額的にも少額な共同研究が多い
と思います。特に、比較的規模の大きな
企業から見ますと、共同研究額の平均が
年間400万円というのは極めて小さいと
思います。これは、企業の研究員が独自
に産総研の研究員を知っていて始まった
共同研究が比較的多いことが要因ではな
いかと感じています。少なくともライフ
サイエンスあるいは製薬企業関連ではそ
ういう印象をもっています。

私ども第一三共では、産総研と包括的
な共同研究をやろうということで、企業
全体としてのウィッシュリストを企業側

から提示し、それに対して産総研にはこ
ういう技術があるということを照らし合
わせて、産総研の研究員や研究チームを
紹介いただく形をとっています。その際、
産総研に一体どんな技術があるのかが大
事であり、産総研がこれはオンリーワン、
ナンバーワンと考えられている技術が、
果たしてほかの技術との比較、またはグ
ローバルに見て本当にそうなのかという
ところまで議論を深めることで、最初は
金額的にそれほど大きくなくても、例え
ばTPECが30年でこれだけ大きくなり
ました。最初の提案としては、まず、産
総研が多くの企業と大きな枠組みをつく
り、次にその中で、その企業が望んでい

るものは何か、そ
れに対応する産総
研の技術はどうい
うものだというの
をつなげるという
ことをしっかりや
られたらどうかと
いうことでございます。

それから、外部資金獲得額をもって評
価指標とすべきかという点については、
外部資金獲得額だけで研究部門を評価す
るというのは少し違うと思います。産総
研の研究が、基礎、応用、開発という段
階で徐々に社会実装に近づき、最終的に
社会実装化したプロジェクトがいくつ生

庄田	隆	委員　（第一三共株式会社　相談役)
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み出されたかで評価されるべきと思いま
す。

また、知財については、ライフサイエ
ンス系の産業は日本の特許だけでは不十
分ですので、米国、ヨーロッパ、そのほ
かの知財制度が整った国には知財をたく
さん出していきます。その一方で、メン
テナンスフィーが高いため知財の棚卸し
もやっています。2、3年に1回、本当に
この知財が役立つのか、やめるべきかと
いう議論を定期的に行っています。知財
管理という意味では、それこそ知財マネ
ジメントになると思います。

独立行政法人における制約に関して
は、産総研だけでは解決が不可能なテー

マだと思いますが、少なくとも共同研究
をして外部資金を得ると運営費交付金が
減額されるかもしれないという仕組みは
日本全体でやめるべきで、私もいろいろ
な場でこの点は言っていきたいと思いま
す。

次に地域センターの役割についてです
が、今回の会場である臨海副都心セン
ターは研究員が78名で、一方つくばセ
ンターには1,700名を超える研究員が在
籍しており、まさにつくばセンターが
しっかりと地域ニーズを捉えるべく、特
に地域のステークホルダーの方との接点
ももたれて活動する必要があると思いま
す。ステークホルダーの中には地域の自

治体もあると思いますが、その地域でど
ういう産業を活性化するかが必ずしも産
総研の地域センターの取組みとマッチし
ていない場合には、つくばセンターで対
応することがとても重要だと思います。

最後に、前々回の会議で、ライフサイ
エンス系ではビッグデータが重要なの
で、バイオインフォマティクスの研修機
能を産総研でも担うべきとの発言をしま
したが、本日の視察プログラムにバイオ
インフォマティクス人材養成プログラム
があることが紹介されており、大変嬉し
く思いました。

認知度について、産業界に対しては、
製造業の経営層、情報通信業は経営層・
研究者ともに認知度が低いと思います。
特に情報通信業の研究者に対する認知
度が19 %というのは低いといえます。
JAXAや理研など、比較している中で
は６位とのことですが、認知度につい
ては、順位よりも絶対値が重要と考え
ます。また、学生・大学院生については、
文系は認知度が低くても仕方がないと
思いますが、理系の大学生は20 ～ 30 %
あってもよいと思います。

企業が本気になるプロジェクトの企
画・実施についてですが、企業の方に
需要があるから企業が資金を出すとい
う形になっていなかったのではないか
と思います。前回の運営諮問会議でも
申し上げましたが、産総研の研究テー
マの新陳代謝が必要と考えます。研
究テーマにもよりますが、応用研究の
場合は、一定期間研究を行っても、企
業からの資金提供に至らなかった研究
テーマは止めるというサンセット条項
を設けることが必要と考えます。また
研究者は、外に出てベンチャーを作る
という意気込みも必要です。これによ
り、運営費交付金に頼らない自立型の
サイクルを作ることが大事だと思いま
す。

一方、知財については、共同研究先
以外に漏れないようにしていく一方で、
あえて門戸を開いて、ほかの企業、場
合によっては外国企業を入れて行うこ
とも考えるべきです。実施されない共
願特許が多いという事実については、

まずは企業になぜ使わないのかヒアリ
ングして情報を集めていくべきです。
企業からの資金受入額を大きくするこ
とについては、確かにそれ自体は大事
ですが、産総研のミッションを考える
と、中小・中堅企業からの資金もおろ
そかにはできないと思います。小さな
技術が大きくなる場合もあり、投入に
対するアウトプットもみていくべきだ
と思います。企業からの収入が増える
と運営費交付金が減額される可能性が
ある点については、企業からの収入を
増やすことに対するインセンティブを
国が与えることを検討する必要がある
と考えます。

人材交流について、その活性化のた
めにクロスアポイントメント制度を導
入することはよいことだと思います。
今はネットワークの時代であり、一人
で複数の仕事ができるようになってい
ます。ただし、そこでクロスアポイン
トメント制度の適用を受ける人材が増
えるかどうかは、給与の仕組みの検討
が必要です。2カ所で勤務する形になる
ので、2倍とまでは言いませんが、給与
を1＋αにする仕組みが必要です。そ
れが本人に対するインセンティブにも
なります。また、クロスアポイントメ
ント制度については、主要大学と検討
中とのことですが、ITの技術について
は、NICTとの関係強化が重要であり、
ほかの独法にも行き来できるようにす
べきです。また、産総研の人材が企業
で活躍できるかどうかについては、企
業には産総研にはない風土があり、損

益を考えて動くのでなかなか難しいと
思いますが、産総研の人にも外に出て
やってみたいという気持ちがある人が
増えていくのはよいことだと思います。

最後に地域センターの役割について
ですが、地域センターは、その地域で
研究をするからこそ意味がある研究を
行うべきです。また、地域連携拠点と
しての地域センターは、地域の大学と
地域の企業を結び付けるブリッジとし
ての役割を担うべきと考えます。

関口	和一	委員　（株式会社日本経済新聞社　論説委員兼編集委員）（文責：運営諮問会議事務局）

当日ご欠席の関口委員について
は、事前に、運営諮問会議事務局が
訪問して伺ったご意見を掲載してい
ます。
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馬田	一	委員　（JFEホールディングス株式会社　代表取締役社長）

まず橋渡し機能の強化についてです
が、これは産総研が一生懸命やっても、
パートナーである大学・基礎研究機関
と企業が考え方を共有しないと、空回
りしてしまいます。

共同研究の件数がここ数年ほとんど
横ばいで、民間からの研究資金もここ
数年50億円で張りついており上昇が見
られないことは現実として認めざるを
得ないと思います。

JFEグループでは、産総研とは年に
2 ～ 3件の共同研究を行っており、1件
当たりの費用は100 ～ 700万円程度で、
1,000万円を超えるようなものはありま
せん。TPEC、メタンハイドレード総合
環境モニタリング、CO2分離・回収技術
の開発といった共同体には入っていま
すので、そのような共同体に入りなが
ら個別の小さい共同研究を今まで行っ
てきました。

なぜ研究開発を産総研と行ったかと
いう動機を調べると、基本的には個人
のつながりで、例えば学会で一緒になっ

た、昔一緒に議論したということでし
た。企業との間で大型の開発は何がや
れるかという議論をするには、経営者
を対象にして行う必要があります。大
型の研究開発の場合には、研究所の所
長か各社の技術開発のトップが技術の
方向性や企業での開発は把握していま
すので、そういう方と、あるいは、業
界団体や業界の中の技術団体のトップ
の方と議論をしていくことが有益だと
思います。

また、現在の日本企業全体の研究開
発費は年間12兆円、この中から大学に
は年間900億円で全体の0.7 %です。産
総研には年間50億円で0.04 %。これは
少なすぎると思います。したがって、
資金獲得額の目標は、産総研だけで
なく企業側の努力も必要ですが、1 ％

（1,200億円）くらいでないと国家として
非効率であると思います。

今まで日本企業は自前主義で研究開
発を行ってきましたが、それでは国際
的にも立ち行かなくなってきたので、

おのおのの持ち前
を生かしていこう
と い う 機 運 が 高
まっています。研
究開発も、公的機
関、 大 学、 企 業 間
のさまざまな組み
合わせで、より早く、効率的に、費用
を軽減した形でという考えに変わって
きていると思いますので、共有化を促
進する方策を行い、世の中の大きな流
れにしていけばさらに加速化されると
思います。

知財については、私は、基本特許は
産総研できちんともって、それを企業
がどう応用するかは共同特許を取って
企業に独占権を渡し、基本特許の使用
料は取るという形が一番正しい姿だと
思います。

人材交流に関しては、企業との間で
転入・転出があまり活発でないという
ことですが、共同研究が中心であれば、
籍を変えることまではしないで研究を

TPECがうまくいった理由は、産総研
がこれに関してオリジナリティをもった
研究力があったこと、もう一つはクリー
ンルームのような施設を産総研がもって
いたことです。そこに世の中のニーズと
うまく合体したことがとても重要です。
オリジナルな研究力をもつという立ち位
置を続けながら、しかもイノベーション
を生み出すという頭の切りかえをすべき
だと思っています。したがって、長い間
かけて本当に力をためて将来の新しい技
術開発に結びつけることも大切にするけ
れども、どこかを切らなければいけない
し、企業の請負だって新しいものを生む
ことこそやらなければいけない。もう一
度強調しますが、産総研のもっているオ
リジナリティを強めていかないとTPEC
のような成功は二度とないと思います。
ただし、それだけに集中してしまうと、
直近のイノベーションにつながるところ
を無視してしまう可能性もあるので、そ
こはよく考える必要があると思います。

次に評価指標についてですが、資金獲
得額や社会とのつながりの数などが出ま
したが、何にするかは産総研が決めて、

世界基準と並べて発表すればよいと思い
ます。自分で作って、世界中の研究所を
仕分けしてみて、それに世界が乗らない
ようだったらその指標はだめで、その指
標を世界が使うようになったらその指標
こそが産総研が存在価値を表す指標だと
思います。指標は自分で作るものだと思
います。それを世間に問うて、世間が認
めなければそれはだめなわけですから、
多くの方々にとってベストだと思う指標
軸をつくる。それがとりもなおさず、産
総研の次の計画期間の見せ方だと思いま
す。

また企業人材の活用についてですが、
企業が欲しがる人材を企業から奪い取る
ぐらいでないとだめだと思いますし、そ
ういう金額の給与が払えるようなシステ
ム、また研究所としての魅力が必要だと
思います。産総研にもっていかれたら困
るという人材をもってこれるようになっ
たときに、産総研にとって大きな意味を
もってくると思います。また、大学との
人材交流の手段として、大学との共同研
究という枠組みはよいのですがどことな
く無責任です。責任をとる一番簡単な方

法はクロスアポイン
トメントで、給与の
半 分、7 割 3 割 で も
よいですが、それを
現実に払えば間違い
なくそのタスクをや
らなければなりま
せん。私の大学はすでに海外の大学と実
施しています。大学には基礎研究をして
いる人材はたくさんいますが、時々イノ
ベーションにつながりそうなものや、急
に産業に近いというものが出てきます。
ところが、大学にいるとなかなか実現で
きません。それは、大学ではほかの業務
もあるからです。それがクロスアポイン
トメントであれば、堂々と産業に還元で
きる研究ができると思います。しかもそ
こには責任が生じているのです。一方、
産総研でイノベーションにつながること
をやっているときに、ベーシックな大発
見に出会うこともあります。そのときは、
大学を利用すればよいわけです。こう
いった柔軟な人材の活かし方を考えてい
くべきです。

永田	恭介	委員　（筑波大学　学長）
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キーワードは橋渡し機能ということ
になっているかと思いますが、橋渡し
というのは、研究者同士の、研究機関
や組織同士の、あるいは研究の世界と
産業界との橋渡しということになろう
かと思います。そのときに、では何を
目指しているのかということを考える
と、産総研のホームページにある「連携
知」という言葉もキーワードになりそう
です。橋渡しによって初めて生じる機
能、成果があって、単に目的化した産
総研の活動ではなく、幅広い分野、あ
るいは幅広い目的をもった人たちが相
互に交流することによってなされる新
たな知がここで創生されるのではない
かと思います。

例えば、人材育成に関して、お茶の
水女子大学は産総研と連携協定を結ん

でいますが、学生が産総研で研究する
ことによって、自分の研究がどのよう
な形で産業界に位置づけられるのかを
見ることができます。それは大学では
なかなかできないことですし、そうい
う意味でのハブといいますか、橋渡し
といいますか、新しい発想が生まれる、
そういう機能を果たしていただきたい
と期待しています。別の言い方をすれ
ば、基礎研究と産業化との橋渡しであ
り、そこで新たな研究手法や発想が生
じてくると思います。

また、今、地方再生、地方創生が言
われています。地方に眠る産業化され
得る知というのは主に中小企業だと思
いますが、そこに目を配ることも産総
研の重要な機能だと思います。そうい
う意味で、個人と個人の橋渡し、組織

と 組 織 の 橋 渡 し、
中央と地方との橋
渡しで、おそらく
それがグローバル
に展開する企業と
の橋渡しにも資す
るところがあるの
ではないかと大変期待しています。

産総研が第4期中長期計画を始めると
きが、ちょうど第5期科学技術基本計画
の前年になると思いますが、産総研で
将来構想を考える際に、むしろ科学技
術基本計画を先導するような中長期計
画を出していただきたいですし、大学
で人材育成と研究を同時に行っている
組織に属する者として大いに期待して
います。

羽入	佐和子	委員　（お茶の水女子大学　学長）

認知度について、私の印象では、国
のライフサイエンスの双璧は産総研と
理研というイメージがありますが、産
総研はとても謙虚な雰囲気がある一方
で、理研は花火を打ち上げるところだ
というイメージがあります。基礎研究
は花火を打ち上げやすいが、産総研の
場合は、基礎研究から実用化研究まで
幅広く地味に立ち振る舞う姿勢をもち、
認知度はそういうところでも差がつい
ているので、PRをもう少し上手にして
いく必要があると思っています。

大企業からの資金獲得額が一社平均
で400万円程度しかないということです
が、企業の観点、特に私どものような
ベンチャーの観点からすると、市場を
どれだけ予測できるかによってこの金
額は違ってくると思います。市場の中
身を研究者が知っているかどうかで大

きく違ってくることを踏まえて見直す
ことが必要です。私どもの分野でも診
断と創薬では共同研究のコストが違い
ますが、創薬という観点からみるとベ
ンチャーでも1,000万円のバリアは問題
ないと思います。

それから、企業の本音あるいは意向
を引き出すことについてですが、特に
私どもの場合は、話をするときは必ず
トップからお願いしています。ある会
社に、ライセンス部から問いかけても
なかなか返事が来ない。そうしている
うちに、たまたま知っていたボードメ
ンバーに連絡をすると次の日にイエス
という返事が来ました。ですから、トッ
プマネジメントにインフォメーション
を入れる、コンタクトすることがとて
も大事です。また、オンリーワン、ナ
ンバーワンの価値観についてですが、

ナンバーワンはい
ずれ力で追い抜か
れる可能性がある
ことを考えるとや
はりオンリーワン
であることが大事
だと思っています。
それから、民間企業からの外部資金獲
得ですが、これは金額の多寡ではなく、
いかに多く民間企業と成約をして成功
の確度を高めていくかということに尽
きると思います。

知財については、ベンチャー企業の
立場では、プラットフォーム技術を十
分に熟成するだけの時間と人はいませ
んので、国の研究機関にプラットフォー
ム技術をしっかりと作っていただくこ
とが望ましいと考えます。ですから、
プラットフォーム技術に関しては産総

山田	英	委員　（アンジェスMG株式会社　代表取締役社長）

するというのが一番常識的な線だろう
と思います。ただ知財の所属について、
かなりの部分は組織に帰属しており個
人は権利をもっていないケースが多く、
その人が異動したときに、自分の研究
に関する知財を置いてくる形になりま
す。これではせっかくの財産を使えな
いので、個人の知財権を担保するよう
な形を考えると、人材の流動化につな
がっていくと思います。

それと現在、産総研ではポスドクの
研修を制度として行っています。今、
日本のポスドクが適切な仕事について
いるといえない状況で、そこを企業と
一体となって進路をマッチングさせて
いく仕組みはとても大事ですし、すば
らしいと思いますので、これはぜひ領
域あるいは人数を増やしてほしいと思
います。　

最後に、日本全体で地方創生、地方

活性化が課題となっていますが、産総
研の地域センターが中小企業を相手と
した場合、最終的には事業化がターゲッ
トになります。そうすると、研究だけ
ではなくて、資金、人材まで考えない
と事業になりません。これは産総研だ
けの問題ではなくて、ベンチャー支援、
国の制度、地方の制度をトータルとし
て作り上げる必要があると思います。
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まず、国立科学研究センター（CNRS）
について話をすると、私たちはとても
高い認知度をもっており、少なくとも
フランスとヨーロッパではいくつかの
理由でよく知られています。例えば、
数学のフィールズ賞が前回CNRSの研
究者に授与されたため、皆、CNRSのこ
とを知っています。しかし影響力につ
いては、CNRSの認知度が高い企業でも、
共同研究となるとCNRSの適切な研究
チームにアプローチする方法がわから
ない。これこそが実際の問題となりま
す。私たちはCNRSの認知度を高める
ために努力するのではなく、産業界の
マネジメントや研究部門の人々と直接
接触をもち、彼らが私たちの組織に入っ
てきて、適正な研究と共同研究を行う
適正なチームを見つけやすくできるよ
うな組織づくりを進めるべく努力して
います。

企業が本気になるプロジェクトに関
してですが、今現在、ヨーロッパで私
たちがやろうとしていることは、イノ
ベーションを行う際のモデルについて
考えることです。イノベーションにつ
いてはとても長い間、線形プロセスと
して考えてきました。このことは、基
礎研究をしている人は基礎研究はしま
すが、R&Dはほかの人が行うのでコミュ
ニケーションはとらないという問題に
なります。そしてR＆Dをする人は企
業とは十分なコミュニケーションをと
りません。

そこで私たちは、研究者を促し、彼
らを鼓舞して、純粋に学術的な大学レ
ベルのものも、R&Dレベルのものも、
公的部門で開発された技術を利用して
小規模ビジネスを生み出させようとし

ています。これを行うための法律、規
則があり、もちろん特許も含んでいま
す。これがうまくいっているかという
と、現在は、主に若い人たちが自身の
小規模ビジネス、つまりベンチャーを
より多く起ち上げているという意味で
はとてもうまくいっています。ポイン
トは、より多くの起業が行われるとき、
こうした小規模企業をどうやって大き
くしていくかです。

特許について、産総研の多くの共有
特許があまり利用されていないことに
ついて、私としてはあまり驚きを感じ
ないというのが正直なところです。こ
のことは、どこでも見られますし、大
きな問題でもあります。中小企業との
交渉で気付くのは、彼らが私たちの開
発する知財や技術にとても興味をもっ
ている一方で、彼らには交渉する時間
がないということです。必要なのは交
渉の障壁を下げることです。もし、中
小企業との交渉の障壁を下げたとした
ら、その場合は、ほぼすべてに関して
ほぼ無料でその企業に対して知財を提
供しますが、成功した際は、その企業
との関係を強化し、当該プロセスを産
業化することを助けると明記した契約
を結ぶ形になります。一つ二つの成功
事例はありますが、これが正しい方向
かについて、現在は試している段階で
す。

人材の流動性はおそらくすべての地
域での課題ですが、いくつかの理由か
ら、フランスでは困難です。そこで私
たちは、兼任という形をとったり、成
功を伴って異動する研究者に研究所で
の昇進を早くするというインセンティ
ブを与えたりしています。一方で、合

同研究所を構築す
るというもう一つ
のモデルをもって
います。人材を異
動 す る 代 わ り に、
私たちは、多くは
大学の施設内に共
同研究体や共同研究所を組織していま
す。その研究所は、スタッフの半数が
大学教員で、半数がCNRSの研究者で
す。同じようなことを高いレベルの基
礎研究を行っている企業とも行ってい
ます。つまり、研究開発に新しいアイ
デア、新しいテクノロジーなどを取り
込むための基礎研究を必要としている
ところです。私たちは一定の数の、も
ちろん何千もではありませんが、企業
施設内に設置された共同研究所をもっ
ています。例えば、サンゴバンやロディ
アのような大企業と研究所を立ち上げ、
とてもうまく業務を行っています。こ
れがすべてに対する解決策ではありま
せんが、興味深い方法だと思っていま
す。

地域貢献についてですが、地域レベ
ルでは、専門化の優先順位が必要とな
ります。しかし、優先順位はできるだ
け柔軟な方がよいと思います。新しい
テクノロジーや新しい科学的概念、新
しい材料が出てくる場合があり、その
時に何を専門にするか、どの地域にす
るかが問題になります。優先順位、地
域効率、そして地域センターを含めた
研究所のネットワークづくりが、地域
貢献という問題への適正な答えになる
と思いますし、国の研究所である産総
研は、これを進めるのに十分に適した
立場にあると思います。

Alain	Fuchs委員　（国立科学研究センター　会長、フランス）

研単独で基本特許をもち、その応用の
ところを企業と共有する形が適切と思
います。私どもの分野でいうと遺伝子
医薬や核酸医薬です。

また、運営費交付金が人件費などで
減額される懸念があることについては、
私どもの立場からすると人件費は企業
が別枠で負担してよいと思います。フ
ラウンホーファーの民間資金割合と産
総研の割合は大きく違いますが、これ
はおそらく産総研が国の立場を意識さ
れて謙虚に交渉しているからだと思い

ますので、この辺の制度づくりをもう
一度考える必要があると思っています。

また本日の現場視察で天然物ライブ
ラリーを見学しましたが、すばらしい
プラットフォーム技術だと思います。
このようなインフラに相当するような
プラットフォーム技術をそれぞれの領
域で掲げていただくと、企業自身も考
え方をあらたにして、アクセスしやす
く、それぞれの立場でこのプロジェク
トを大きくすることができるように思
います。

また、地域センターの機能として、
アンジェスでは産総研の施設を長い間
借りていた経緯があり、今も私たちの
後にいろいろなベンチャーなどが借り
ているという話を聞いています。これ
は地域産業の活性化という意味でとて
も大事な機能を果たしていると思いま
す。特にベンチャーにとってはかけが
えのない支援であると改めて思う次第
です。
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認知度の向上は、産総研が単に認知
度だけに焦点を当てたいのか、それと
も社会に与える影響に焦点を当てたい
のかが問題です。私たちは、米国にお
いて国立標準技術研究所（NIST）が米航
空宇宙局（NASA）と同程度に認知され
ることは求めません。NASAは宇宙飛
行に関する業務をしており、そして誰
もがNASAが行っていることを知って
いますが、NISTは全く別のことを行っ
ているからです。確かに、すべての人
がNISTのことを知っているわけではあ
りません。しかし、米国の人がNISTの
活動を知り、NISTの活動に国民の税金
があてられることの価値を認識するよ
う、NISTは努力しています。NISTに
とっては、すべての国民に認知される
ことよりも、国民の税金による投資効
果を考えることの方が重要です。

企業が本気になるプロジェクトを産
総研が実施したいということには賛成
です。しかし、私には、産総研が大変

複雑な問題に、単純な解決策で取り組
もうとしているようにも思われます。
産総研がやろうとしていることを実行
するためには、一つの手法だけでは無
理です。産総研は多くの手法をもつ必
要があります。そして、産業界のニー
ズが継続するかを考えると、産総研が
産業界からの資金提供を継続的に期待
することには警戒が必要です。産業界
の変化は早いです。産総研は、産業界
が利用できる基盤的で幅広い基礎的な
研究を発展させることで、成功に近づ
けると思います。

また人材交流によって研究を活性化
したいということも賛成です。問題は
どうやって実施するかという点にあり
ます。NIST では、とても高い経歴を
もつ研究者がいる場合は、NIST が早
急に力を入れたい分野に引き入れます。
NISTでは大学とNIST間の兼任制度を
含めた多くの選択肢を用意しています。
4人のノーベル賞受賞者が確実にNIST

に在籍してもらえ
るようそれを活用
していますし、量
子情報のような分
野に新しい主任研
究者を呼び寄せる
ためにも活用して
います。また、サバティカル（長期休暇）
の活用があります。NISTに大学教授が
来て、1 ～ 2 年のサバティカルを過ご
します。これにより、彼らは大学での
地位をあきらめる必要がなくなります。
なかにはNISTでサバティカルを過ごし
てから自分のキャリアを変えることを
決め、実際にパーマネントのNIST職員
となった人もいます。それから、NIST
にはサマーアポイントメントがありま
す。大学教授は、大学では通常の授業
を続け、夏の間だけNISTで働くことが
できます。

NISTでは「センター・オブ・エクセ
レンス計画」というものも始めていま

Willie	E.	May	委員　（国立標準技術研究所　所長代理、	米国）

認知度の問題に関しては、産総研は
多くの領域でとてもよくやってきたと
思います。組織の名前を認知してもら
うことは一部に過ぎず、ほかのこと、
例えば研究の世界記録をもつことで、
産総研を認知してもらうことができま
す。第二は政府による認知です。産総
研は政府から、コーディネータ役とし
てとても重要な仕事を割り当てられま
した。それはとても重要なことだと思
います。ですから、政府から重要な仕
事をいくつか割り当てられていること
は、大きな成果として公表されるべき
です。第三は、産業界からの認知です。
これは業界を成功させることがポイン
トとなるかもしれません。産総研のイ
ノベーションによって、国立標準技術
研究所（NIST）が米国で成し遂げたよう
な影響を生み出し、同時に産総研の技
術が直接産業界に結びつくという影響
を生み出すからです。産業界は産総研
の知財にもっともっとアクセスしたい
と思っていると考えています。

人材交流についても産総研の考え
に同意します。国家科学技術開発庁

（NSTDA）での私の経験を申し上げる

と、NSTDA が開始した際は、私たち
のチームの100 %が当初より大学の教
授陣でした。約 22 年前の話になりま
す。以来、常に各大学と緊密に協力し
てきました。今、私たちは、自分たち
の研究所では十分に実施できない多く
のテーマについて、大学に資金を提供
する手法をとっており、大学と協力す
ることは自然なことです。また、ある
戦略分野において私たちは大学の合同
ラボに投資し、そこへ数名を送り込み
ます。メインの仕事は大学に実施して
もらいますが、NSTDAと大学で合同発
表などもします。合同ラボを開設し大
学と共同研究する際も、NSTDAの研究
者として新しく募集するのですが、彼
らの多くがいくつかの分野について大
学で教えることもします。また、ポス
ドクの学生をNSTDAへ連れてくるこ
ともできます。もちろん、NSTDAは産
総研と同様に、学生たちに学位を提供
することはありません。あくまで大学
の学位を利用する立場です。

また、大学からの研究者たちは、自
分たちの大学にはない優れた実験施設
へアクセスできることにとても魅力を

感じています。も
し産総研が魅力的
なテーマを実施す
る た め の 資 金 を
もっていて、外部
から研究者を招へ
いし、産総研の研
究者とともに活動できるのであればと
てもよいことです。産総研に有名な研
究者がいれば、大学の先生はそうした
研究者たちとつながりをもちたいと思
うので、大学の先生にとってもこの仕
組みは有用です。

地域貢献についてですが、地域の中
小企業は恐らく、自身で研究を行うよ
り、直接的な解決策を必要としている
と思います。そのため、地域の中小企
業に適用できるよう、優れた研究をい
くつかの解決策へと変えることのでき
る地域のエージェントまたはパート
ナーが必要となると思います。地元の
工科大学と共同研究をすると地域企業
が迅速に受け入れることができるよう
な方法は助けとなると思いますし、解
決策はすべての人のためにシンプルに
つくることが重要だと思います。

Thaweesak	Koanantakool	委員（国家科学技術開発庁　長官、タイ）
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中鉢	良治	理事長

第4期中長期計画に向け、産総研には
橋渡し機能の強化が求められています。
現在の産総研の6つの研究分野が、今の
産業界からの要請にきちんとお応えで
きるかを改めて検証し、産業界に見え
る形で貢献できる体制をつくる必要が
あると考えています。そのため、これ
からの研究戦略・イノベーション連携
のあり方を真剣に検討して、研究を実
施する組織の再編を視野に入れていこ
うと思っています。

アカデミアや産業界の間には、人材
や技術の面でギャップがあるので、そ
の間をうまくインキュベーションする
ゾーンが必要と言えます。産総研には、
大学から産業を繋ぐバトンゾーン、す
なわち「橋渡し」を行う役割が強く求め
られています。

私は、産総研には大きく二つの役割
があると考えています。一つは、研究
開発や製造などの現場から寄せられる

「あれを解決してほしい、ここがわから
ないから教えてほしい」といった、さま
ざまな問いに対する「課題解決」です。
もう一つは、産総研がもっている技術
やアイデアを事業化に向けて産業界へ
渡すという「橋渡し」があげられます。
私は、これら二つの「課題解決」と「橋渡
し」の役割をこれからさらに充実させて
いきたいと思います。

その時に何をベースに答えを出し、
シーズからニーズに合わせていくかと
いうと、しっかりとした基礎研究に裏

打ちされた成果や知見です。現在、大
学はより応用研究へ指向していますし、
企業は早期の事業化を目指しており、
大企業でも以前ほどの基礎研究を行う
余裕がないと思います。基礎研究の全
体設計は、公的研究機関にその役割が
期待されていると思います。例えば理
研の理学部的な性質、産総研の工学部
的な性質を利用して、国全体としてしっ
かりと基礎研究を行う必要があると思
います。一方で橋渡しが第一義に来て
しまうと、基礎研究はやらないのか、
と受け止めてしまわれがちです。これ
からの産総研の基礎研究はどうするか、
橋渡しをどうするかは、第4期の策定に
当たって、メッセージの出し方を考え
ているところです。

マーケティングに関しても、一人一
人の研究者がマーケティングの意識を
もつことはもとより、組織としてもそ
の活動をサポートする部署をつくるこ
とを念頭に検討を始めています。その
中で重要なことは、企業で最もイノベー
ションを求めているのは、実は経営者
ではないかという点です。ディシジョ
ンメーカー、トップと折衝していくの
は極めて重要ですので、是非進めてま
いりたいと思います。一方で、企業が
大学や公的研究機関にすべての研究費
のうちどれぐらいを投資しているのか
というと、社内研究より極めて低いも
のと思います。なぜ産総研をご利用い
ただけないか今後引き続き分析し、そ

して産総研に何が
求められているの
か、コストが高いの
か、技術のレベルが
低 い の か を、 フ ラ
ウンホーファーな
ど海外の研究機関
もベンチマークにしながら検討したい
と思います。企業的な発想で申し上げ
たら、外部資金の獲得金額増加に向け
て、売り上げ目標を立てて、みんなで
売り上げて、セールスをやってこいと
いうぐらいの気持ちでやらないといけ
ませんが、それを追う姿が本当に正し
いのかという些かの良識をもちながら、
第４期が始まるまでに覚悟を決めなけ
ればいけないと思っています。

知財に関してですが、今は、一つ二
つの知財だけでは事業化／商品化はで
きません。本当はその 100 倍ぐらいの
知財を集めなければいけません。です
から、産総研の知財一つを言って、100
を語ることは無理だと思います。この
特許、この技術は優れている、だから
産業界に絶対寄与できると短絡的に考
えることは厳に慎むべきだと思います。
ソニーの創業者の井深さんは、これを1・
10・100の法則と言って、大学の先生は
1のアイデアで100の産業化を語るけれ
ども、それは語り過ぎだというような
ことを言っていました。

人材に関しては、女性、外国人、若
手についてだけでなく、産業界との連

す。原子・分子・光物理学に焦点を当
てたNISTとコロラド大学との共同体で
あるJILAのような共同研究所が設立さ
れています。私たちは、将来のさまざ
まな要求に必要とされる新たな領域に
おいてNISTにおける対応力を早く確立
できるよう、より戦略的な方法で「セン
ター・オブ・エクセレンス計画」を活用
するつもりです。この計画に基づく最
初の「センター」はデザイン素材に焦点
を当て、NISTとシカゴ大学、ノースウェ
スタン大学、そしてアルゴンヌ国立研
究所とで構成するコンソーシアムで、5
年間で2,500万ドルという共同契約に基
づくものです。このコンソーシアムは
米国の最も優れた材料科学学校を含む
28の応募の中から選んで構成しました。

来年中には、法医学や災害対応の中で
NISTが新たに力を入れる領域を支える
ための新しいセンター・オブ・エクセ
レンスを立ち上げる予定です。さらに
NISTは、さまざまな産業界や産業部門
と戦略的に共同する機会として産業界
のサバティカルも活用することもあり
ます。

だから私は産総研に対し、幅広い可
能性を追求するよう、そして一つの考
えに固執することのないように求めま
す。そして、時間をかけて、いずれの
やり方が産総研の状況に最もふさわし
いかを決め、またはそのポートフォリ
オ全体を活用すべきです。いずれにし
ても人材交流のあり方を検討する際は、
広い観点で柔軟に考えるよう強く求め

ます。
NISTの職員は、自身のすべてのキャ

リアを NIST で過ごすことが一般的で
す。そのとき NIST に起こる停滞感に
対処する方法の一つがポスドクプログ
ラムです。NISTでは毎年、2年間の任
期のポスドクを70人まで採用します。
NISTの上級研究者のほとんどは最初は
ポスドクとしてNISTに来ましたが、外
部に転出するポスドクもいます。彼ら
はNISTがもっている知識を社会に移行
します。もし産総研が同様の制度を用
意すれば、一流の研究者が継続的に産
総研に来て、継続的に転出することに
なります。それにより産総研の研究の
新鮮さが続くとともに、産業界とのつ
ながりもできると思います。
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携強化のために、産業界出身のシニア
人材の活用というお話も伺いました。
私は、産業界出身だからと言って安易
に雇用するのではなく、本当に優れた
能力をおもちの人でないとうまく活用
できず、その方を通じた連携は生まれ
ないのではないかと思います。だから、
連携するに足る人材のスペックのよう
なものを私たちがもち、必要であれば
研修をして連携する人を受け入れる必
要があると考えています。

人材の交流については、日本全体の
人材のモビリティが低いことがイノ
ベーション創出の阻害要因になってい
ると思われて、流動性を高めよと言わ
れているのだと思います。産総研でも、
産業界との人材交流は主に共同研究な
どでは行っていますが、それだけでは
なかなか見えにくいのだろうと思いま
す。日本の場合は、例えば産総研に来
ることはキャリアではなく最終就職先
ですが、ドイツではフラウンホーファー
は一つのキャリアステップとして捉え
られているところに、国ごとの雇用環
境の文化的な違いがあるということを
感じます。

人材育成について、現在産総研で行っ
ているポスドクの研修は、イノベーショ
ンスクールと称しており、外部から高
い評価を得ています。産総研で研修を
して、修了生の半分ぐらいは企業に就
職し、平均よりもかなり高い就職率を
誇っています。また、日本を代表する
産業界は自動車、製鉄などが挙げられ
ますが、例えば自動車では鋳造がとて

も重要で、鋳造技術で日本が世界のシェ
アを取っています。しかし、大学で鋳
造を教えている所はほとんどないこと
を考えると、日本の産業構造と大学の
専攻とでミスマッチが起こっています。
日本経済が順調に成長していたときは、
アカデミアの名称である機械工学、金
属工学、化学工学というのは産業分野
に全く一致していました。今はアカデ
ミアと産業界の分野のミスマッチを、
企業は独自に社内研修などで埋めてい
るわけですが、それはコストと時間が
かかります。このような、大学では積
極的に注力しにくく、企業が必要とし
ている分野において、産総研が狙うべ
き公の使命があると考えています。

地域への貢献に関して、政府では「地
方創生」をうたっています。戦後の日本
の成長の過程を見ますと、農業から工
業化へのプロセスであったと思ってい
ます。そういう視点から見ると、戦後
の高度成長期には地方はその工業化の
スコープの中に入っていなかったとい
えますし、その時点まで立ち戻らなけ
ればならない、とても難しい問題だと
思います。第４期に向けて、産総研に
おける本当の意味での地域貢献は何か
ということをもう一度立ち返って考え
たいと思います。

産総研の役割として、課題解決と橋
渡しの二つを申し上げましたが、課題
解決というのは、言葉を変えますと技
術指導と言ってもいいかもしれません。
地域においては、この課題解決に対す
る要請がとても大きいと感じます。産

総研では、各地域の中小企業を歩いて
回り、企業のニーズと産総研のシーズ
のマッチングをする役割をもった「イノ
ベーションコーディネータ」という者を
全国の地域センターに配置しています
が、内部の人材だけではとても足りま
せんので、全国の公設試ともっと密に
連携して、全都道府県の隅々までカバー
することを考えています。数ある独法
や研究機関の中で全国の産業を見てい
るのは、恐らく産総研しかないと思っ
ています。私たちはいわば「直営店」と
しての地域センターをもっていますが、
公設試が「代理店」のように機能してい
ただけるよう連携を強化し、全国津々
浦々まで中小企業をサポートしていき
たいと思っています。

最後に、大変長時間にわたるご議論
をありがとうございました。本日は、
魅力ある研究プロジェクトの策定のあ
り方、それから人材交流、そして最後
には地域貢献について、とても有意義
な議論ができたと思います。皆さんか
らいただきました貴重なご意見は、第4
期中長期計画に反映させ、着実に実行
してまいりたい、そして、本気になっ
て日本の成長に役立ちたいと思ってい
ますので、引き続きのご支援、ご鞭撻
をいただければと思います。

本日はどうもありがとうございまし
た。

会場で行った研究成果展示
産総研の主な研究成果について展示スペースを設け、ご紹介しました。
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二つのグループで行った研究現場視察

視察中の様子

産総研の看板研究プログラムである「STAR事業」を含む８研究テーマの現場視察を行いました。

「探索研究：薬理薬効・副作用メカニズムの解析（超高感度分析を可能に）」
「スクリーニング：世界最大級の天然物ライブラリーを用いた創薬リード化合物の探索」
「最適化：ロボット技術による創薬支援（熟練者よりも優れた実験精度と再現性を確保）」
「前臨床：ゲノム情報の活用促進技術（テーラーメード医療の実現を目指して）」

【Aコース】

「分野融合：データベースの秘匿検索」
「分野融合：バイオCAD」
「人のデータ化とその利用：転倒予防、健康増進のための歩行評価」
「人の動きのデータ化とその利用：介護サービス生産性向上のためのIT支援」

【Bコース】


